
決算審査特別委員会における各費目審査に係る当初説明文書【歳出】

番号 担当課名
決算書
ページ

款 項 目

大
事
業
番
号

大事業の名称

小
事
業
番
号

説明

1 議会事務
局

113 1 1 1 3 議会運営に要する経費 2 議会運営事務事業については、年４回発行の市議会だより新聞折込業務委
託料、定例会本会議及び委員会の会議録調製及び印刷製本業務委託料、補
助金の政務活動費並びに昭和６２年の第１庁舎建設時に導入した委員会室
机及び椅子の全面更新に係る購入費が主なもの。当初予算では、例年のと
おり特別旅費として視察調査旅費及び親善都市訪問旅費等を計上していた
が、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、視察及び訪問を中止
としたため、９月補正により減額を行った。このため、決算額として、例
年より540万9千円の減額となった。予算に対する執行率は83.19％

2 議会事務
局

115 1 1 1 3 議会運営に要する経費 53 インターネット議会中継システム事業については、本会議の映像を、市議
会ホームページ上で配信し、市民等へ情報提供を図るもの。議場映像配信
システム使用料、議場放送設備等賃貸借料が主なもので、予算に対する執
行率は95.36％

3 議会事務
局

115 1 1 1 3 議会運営に要する経費 59 議会ＩＣＴ推進事業については、市議会ホームページの充実とセキュリ
ティの向上を図ることにより、より一層市民に開かれた議会の現実を図る
もの。議会ホームページ用ドメイン及びシステムの使用料が主なもので、
予算に対する執行率は87.20％

4 秘書広報
課

119 2 1 1 2 秘書事務に要する経費 1 秘書事業については、市長及び副市長にかかる事務的経費で、一般事務会
計年度任用職員報酬が主なもの。予算に対する執行率は68.27％

5 情報政
策・改革
改善課

121 2 1 1 8 情報化管理に要する経費 51 全庁ＬＡＮ整備事業については、職員利用のパソコン・プリンタ・通信機
器、ファイルサーバ・グループウェア・統合型GIS等の各システム、ネット
ワーク環境の整備及び情報セキュリティ対策を実施したもの。予算に対す
る執行率は93.16％

6 情報政
策・改革
改善課

123 2 1 1 8 情報化管理に要する経費 61 新型コロナウイルス感染症対策事業（情報政策・改革改善課）について
は、テレワーク中でも職場と同等の環境で業務可能とするため、モバイル
パソコン50台を導入したほか、ネットワーク環境を構築したもの。予算に
対する執行率は63.61％
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7 総務課 126 2 1 1 12 政策法務に関する経費 51 政策法務推進事業については、職員の政策法務能力向上のための研修及び
市の実施する事務について法的適合性を確認するリーガルドック事業が主
なもの。予算に対する執行率は88.13％

8 人材育成
課

127 2 1 2 1 人事管理に要する経費 1 人事管理事業については、上下水道局職員分の児童手当負担金、市町村職
員採用試験合同実施事業負担金が主なもの。予算に対する執行率は67.04％

9 人材育成
課

129 2 1 2 2 職員研修に要する経費 1 職員研修事業については、株式会社東京リーガルマインドに研修業務を一
括委託した職員研修業務委託料及び各種研修への派遣研修参加に係る負担
金が主なもの。予算に対する執行率は76.54％

10 人材育成
課

133 2 1 2 3 福利厚生に要する経費 1 福利厚生事業については、職員定期健康診断業務委託料及び流山市職員メ
ンタルヘルスチェック業務委託料が主なもの。予算に対する執行率は
83.35％

11 人材育成
課

135 2 1 2 3 福利厚生に要する経費 52 新型コロナウイルス感染症対策事業については、職場内における感染症対
策として、不測の事態に対応するための不織布マスク25,000枚分。予算に
対する執行率は92.22％

12 人材育成
課

135 2 1 2 4 会計年度任用職員等に要する経費 1 会計年度任用職員等雇用事業については、職員欠員対応会計年度任用職員
報酬28名分が主なもの。予算に対する執行率は69.99％

13 人材育成
課

136 2 1 2 5 給与支給事務に要する経費 1 給与支給事務事業については、人事・給与・出退勤管理システム、臨時職
員賃金等管理システム、マイナンバー管理システムに係るソフト及び機器
の使用料並びに会計年度任用職員管理システムのサポート費が主なもの。
予算に対する執行率は96.74％
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14 総務課 138 2 1 3 2 文書管理に要する経費 1 文書管理事業については、市の発送文書に係る後納郵便料などの郵便料金
が主なもの。予算に対する執行率は98.71％

15 総務課 139 2 1 3 2 文書管理に要する経費 51 公文書一元管理事業については、文書量の増加に対応するために実施した
文書保管倉庫内の電動書架増設に係る工事請負費が主なもの。予算に対す
る執行率は99.25％

16 秘書広報
課

141 2 1 4 1 広報活動に要する経費 1 広報発行事業については、年間３７回発行の広報紙を発行するためのもの
であり、広報ながれやま編集業務委託料、広報ながれやま新聞折込業務委
託料が主なもの。予算に対する執行率は95.69％

17 秘書広報
課

142 2 1 4 1 広報活動に要する経費 2 見やすく分かりやすいホームページ運営事業については、市ホームページ
を通じて市政情報を発信するものであり、ホームページ運営業務委託料が
主なもの。予算に対する執行率は92.26％

18 秘書広報
課

143 2 1 4 2 広聴活動に要する経費 1 広聴活動事業については、タウンミーティングの開催等を通じて市民の意
見を聴取し、市政に反映するほか、市民相談業務を行うものであり、一般
事務会計年度任用職員報酬、法律相談業務委託料が主なもの。予算に対す
る執行率は88.23％

19 秘書広報
課

144 2 1 4 2 広聴活動に要する経費 52 新型コロナウイルス感染症対策事業（秘書広報課）については、タウン
ミーティング等における感染拡大防止を目的として、非接触型の体温計を
購入したもの。予算に対する執行率は100％

20 財政調整
課

145 2 1 5 1 財務管理に要する経費 1 財務管理事務事業については、財務会計システムの使用料及び賃借料が主
なもの。予算に対する執行率は96.49％

3/44



番号 担当課名
決算書
ページ

款 項 目

大
事
業
番
号

大事業の名称

小
事
業
番
号

説明

21 会計課 147 2 1 6 1 出納事務に要する経費 1 出納事務管理事業については、出納事務に要する経費で、「一般事務会計
年度任用職員報酬」のほか、指定金融機関派出所等の利用にかかる「手数
料」が主なもの。予算に対する執行率は95.15％

22 財産活用
課

153 2 1 7 1 庁舎管理等に要する経費 58 本庁舎施設管理計画事業については、施設の日常点検や定期点検をもと
に、雨漏り・漏水・漏電等による躯体や設備等の劣化を改修することで、
災害時の活動拠点となる本庁舎を良好な状態に保つことを目的とするも
の。令和２年度は令和２年度から令和３年度の継続事業である庁舎受変電
設備改修工事を行うための設計業務委託を行うとともに庁舎内の高濃度PCB
の処分を行ったもの。予算に対する執行率は16.58％

23 財産活用
課

153 2 1 7 1 庁舎管理等に要する経費 70 新型コロナウイルス感染症対策事業（財産活用課）については、新型コロ
ナウイルス感染症拡大対策としての消毒用アルコール等の購入や衛生環境
向上のための第一庁舎のトイレ手洗い場等の自動水洗化工事が主なもの。
予算に対する執行率は99.97％

24 財産活用
課

154 2 1 7 1 庁舎管理等に要する経費 78 ファシリティマネジメント推進事業については、「保全計画システム保守
管理業務委託料」が主なもの。予算に対する執行率は82.69％

25 財産活用
課

154 2 1 7 2 契約管理に要する経費 1 契約事務事業については、電子調達システム等にかかる「ＯＡシステム
（ソフト）使用料」が主なもの。予算に対する執行率は93.48％

26 企画政策
課

161 2 1 8 1 企画に要する経費 2 東葛中部地区総合開発事務組合事務費負担事業は、同組合への負担金を支
払うもの。予算に対する執行率は99.99％

27 企画政策
課

162 2 1 8 3 平和施策に要する経費 51 平和施策事業については、次世代に平和への想いを繋ぐための活動とし
て、平和大使の広島派遣、平和ポスター展、ユニセフ平和教室、千羽鶴の
募集などの事業を実施している。令和２年度は、新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため、平和大使の広島派遣などの事業を中止した。予算に対
する執行率は60.80％
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28 企画政策
課

162 2 1 8 7 男女共同参画社会づくりに要する経費 53 男女共同参画社会づくり事業については、市民及び職員等の男女共同参画
意識の向上を図るための各種講座を実施するとともに、様々な悩みを抱え
る女性を対象に自らの力で問題を解決できるよう相談業務を実施してい
る。予算に対する執行率は97.10％

29 マーケ
ティング
課

164 2 1 9 1 マーケティング事業に要する経費 51 流山市ブランド確立と住民誘致の推進事業については、「住み続ける価値
の高いまち」としての都市ブランド確立や市の知名度とイメージの向上を
図るため、情報発信やイベントを行い、住民誘致の促進と市民満足度を高
める活動を行うもの。新型コロナウイルスの影響により、森のマルシェ等
イベントが全て中止となったため、設営委託費やポスター等の印刷製本費
など、イベント関連経費計15,910,000円を補正減とした。予算に対する執
行率は92.16％

30 工事検査
室

167 2 1 11 1 工事検査に要する経費 1 工事検査事業では、工事検査209件のほか流山市優良建設工事と優秀工事技
術者表彰に要する費用、年度版積算基準図書を購入したもの。予算に対す
る執行率は96.82％

31 コミュニ
ティ課

174 2 1 14 1 コミュニティ活動に要する経費 3 市民活動災害補償保険事業については、自治会や市民活動団体などが公益
性のある活動中にケガや賠償責任を問われた場合の保険制度加入の保険
料。予算に対する執行率は69.50％

32 コミュニ
ティ課

174 2 1 14 1 コミュニティ活動に要する経費 4 コミュニティ事務管理事業については、一般事務会計年度任用職員報酬、
事務用消耗品費、自治会回覧文書の郵送等に係る通信運搬費、複写機使用
料が主なもの。予算に対する執行率は62.15％

33 コミュニ
ティ課

175 2 1 14 3 自治会活動に要する経費 2 自治会活動助成事業については、行政文書の回覧等を行っている自治会に
対する自治会等交付金が主なもの。予算に対する執行率は98.45％
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34 コミュニ
ティ課

176 2 1 14 3 自治会活動に要する経費 51 自治会館建設費補助事業については、自治会館の建設に要する経費の一部
を補助する自治会館建設事業補助金が主なもの。予算に対する執行率は
100％

35 コミュニ
ティ課

176 2 1 14 4 コミュニティホームの維持管理に要す
る経費

4 コミュニティホーム維持管理事業については、第２、第３コミュニティ
ホーム各施設の管理委託料が主なもの。予算に対する執行率は93.60％

36 コミュニ
ティ課

177 2 1 14 4 コミュニティホームの維持管理に要す
る経費

51 コミュニティホーム改修事業については、令和元年度から繰越された第１
コミュニティホームの解体工事請負費が主なもの。予算に対する執行率は
98.88％

37 コミュニ
ティ課

178 2 1 14 6 ＮＰＯ活動推進に要する経費 51 ＮＰＯ活動推進事業については、市民活動推進センター運営業務委託料が
主なもの。予算に対する執行率は88.98％

38 コミュニ
ティ課

179 2 1 14 9 市民参加推進に要する経費 1 市民参加推進事業については、市民参加推進委員会に係る委員報償費が主
なもの。予算に対する執行率は100％

39 コミュニ
ティ課

180 2 1 15 1 防犯対策に要する経費 2 防犯対策事業については、自治会から移管され、市で維持管理することと
なった防犯灯の電気料が主なもの。予算に対する執行率は94.73％

40 コミュニ
ティ課

180 2 1 15 1 防犯対策に要する経費 56 安心安全支援事業については、地域の自主防犯団体の活動支援、安心メー
ルの配信、防犯カメラの設置及び維持管理等に要する経費が主なもの。予
算に対する執行率は92.95％
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41 コミュニ
ティ課

182 2 1 15 1 防犯対策に要する経費 57 ＬＥＤ防犯灯一括整備・管理事業については、防犯灯の一括ＬＥＤ化及び
１０年間の新規設置並びに維持管理に要する委託料が主なもの。予算に対
する執行率は99.82％

42 総務課 183 2 1 16 1 行政区域確認に要する経費 52 ＴＸ沿線整備地区の字の区域の名称変更事業については、鰭ケ崎・思井地
区土地区画整理事業の換地処分に伴う字の区域及び名称の変更関係業務委
託料が主なもの。予算に対する執行率は31.59％。翌年度繰越額の
6,848,696円については、換地処分が令和３年５月２１日に延期したために
委託料を繰り越したもの

43 資産税課 196 2 2 2 1 市税の賦課事務に要する経費 4 固定資産（土地）評価事業については、固定資産評価基準に準拠した評価
替えの基礎資料を作成するための委託料を３か年の継続費を設定し執行し
たもの。予算に対するは執行率100％

44 資産税課 196 2 2 2 1 市税の賦課事務に要する経費 5 固定資産（土地・家屋）評価基礎調査事業については、令和３年度評価替
えに向け、課税客体を適正に把握するため、課税客体の管理、異動更新、
画地評価等の業務委託料を、３か年の債務負担行為を設定し執行したも
の。予算に対する執行率は97.02％

45 税制課 198 2 2 2 2 市税の収納活動に要する経費 1 税収納事業については、収納管理システム電算業務委託料が主なもの。予
算に対する執行率は97.19％

46 税制課 201 2 2 2 2 市税の収納活動に要する経費 53 市税等納付コールセンター事業については、平成３０年度からスタートし
た事業で、現年課税分の収納率の向上及び滞納繰越額の圧縮を図るため、
電話等による催告業務を民間委託したものであり、委託料及びＯＡ機器借
上料が主なもの。令和２年度の市税の徴収率は98.17％であり、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により、令和元年度と比較すると0.42％減少となっ
ている。予算に対する執行率は95.94％
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47 市民課 205 2 3 1 2 住民基本台帳事務に要する経費 2 住民基本台帳ネットワーク事業については、通知カード・個人番号カード
関連事務の委託に係る交付金が主なもので、令和２年６月末日付の通知に
よる個人番号カードの交付件数が増加するとの想定により、第４回議会で
交付金の予算額を補正増したが、カードの交付件数がそれほど伸びなかっ
たことから、実績額は下がり、同事業の予算に対する執行率は64.76％

48 市民課 207 2 3 1 2 住民基本台帳事務に要する経費 58 新型コロナウイルス感染症対策事業（市民課）については、市民課窓口受
付発券システムを更新し、インターネットを利用した混雑状況を配信をす
ることにより、窓口の混雑の抑制を図ったもの

49 市民課 210 2 3 1 5 字区域・名称変更事務に要する経費 52 ＴＸ沿線整備住民記録及び戸籍簿等変更事業については、事業の見直しに
より、一部令和３年度へ繰越したもの。予算に対する執行率は80.46％

50 選挙管理
委員会事
務局

211 2 4 1 2 選挙管理委員会に要する経費 1 選挙事務管理事業については、選挙管理委員会委員４人分の報酬が主なも
の。予算に対する執行率は95.92％

51 選挙管理
委員会事
務局

213 2 4 1 3 選挙人名簿調製に要する経費 1 選挙人名簿調製事業については、年４回の定時登録処理に係る選挙人名簿
の調製事業が主なもの。予算に対する執行率は99.96％

52 選挙管理
委員会事
務局

213 2 4 2 1 選挙啓発に要する経費 1 選挙啓発事業については、東葛飾地区明るい選挙推進協議会連絡会議分担
金が主なもの。予算に対する執行率は60.00％
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53 選挙管理
委員会事
務局

214 2 4 3 2 千葉県知事選挙に要する経費 1 千葉県知事選挙事業については、令和３年４月４日任期満了に伴う千葉県
知事選挙に係る経費であり、入場整理券作成の選挙事務電算業務や市内３
２２か所のポスター掲示場作成・設置・撤去業務などの委託料が主なも
の。予算に対する執行率は93.08％。なお、新型コロナ感染症防止対策消耗
品費購入に伴う補正とポスター掲示場区画数変更に伴う予備費を支出

54 企画政策
課

219 2 5 2 2 国統計調査に要する経費 1 国統計調査事業は、国において実施する統計調査に要する費用であり、調
査員及び指導員への報償のほか、統計事務用消耗品費などが主なもの。令
和２年度においては、１０月１日を基準として実施された国勢調査のほ
か、工業統計調査、学校基本調査などが行われた。予算に対する執行率は
97.64％

55 監査委員
事務局

224 2 6 1 2 監査事務に要する経費 1 監査事務事業については、監査委員２名分の報酬が主なもの。新型コロナ
ウイルス感染症の影響により、各種協議会が書面開催若しくは中止となり
旅費の執行が少額であったこと、工事監査の実施を見送ったことにより委
託料の支出がなかったこと等により、予算に対する執行率は85.79％

56 財政調整
課

227 3 1 1 2 国民健康保険特別会計繰出金 51 国民健康保険特別会計繰出事業については、国民健康保険特別会計への繰
出金。第８号補正で9,972千円減額。予算に対する執行率は97.22％

57 社会福祉
課

230 3 1 1 5 生活支援に要する経費 54 新型コロナウイルス感染症対策事業（社会福祉課　特別定額給付金分）に
ついては、給付に係る事務費及び197,450人分の給付金。予算に対する執行
率は99.97％

58 高齢者支
援課

231 3 1 1 5 生活支援に要する経費 56 新型コロナウイルス感染症対策事業（高齢者支援課　生活支援分）につい
ては、新型コロナウイルス感染症による自宅療養者に対して配食等を行い
生活支援を行うものとして、第１１号補正により新規事業を実施したも
の。主に冷凍食品9食、保存食5食の配食を行ったもの

59 障害者支
援課

237 3 1 2 1 障害者の支援に要する経費 3 在宅障害者福祉サービス事業については、障害者総合支援法に規定されて
いない障害福祉サービスを提供することにより、障害者の生活を安定させ
ることを目的としており、重度障害者医療費助成・福祉タクシー利用助成
などが主なもの。予算に対する執行率は88.31％
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60 障害者支
援課

240 3 1 2 1 障害者の支援に要する経費 66 新型コロナウイルス感染症対策事業（障害者支援課　在宅支援分）につい
ては、人工透析患者で通院の際に福祉タクシー利用券を利用されている方
へタクシー利用券の追加交付を行ったもの。予算に対する執行率は22.69％

61 障害者支
援課

241 3 1 2 3 障害者総合支援法によるサービスに要
する経費

3 障害者自立支援給付事業については、障害者等が自立した日常生活及び社
会生活を営むことを目的としており、障害者総合支援法のうち自立支援給
付費（介護給付費、訓練等給付費、自立支援医療費、補装具費等）が主な
もの。予算に対する執行率は96.77％

62 障害者支
援課

244 3 1 2 3 障害者総合支援法によるサービスに要
する経費

54 障害者地域生活支援事業については、障害者等が自立した日常生活及び社
会生活を営むことを目的としており、障害者総合支援法のうち地域生活支
援事業（相談支援、意思疎通支援、日常生活用具の給付又は貸与、移動支
援等）が主なもの。予算に対する執行率は86.32％

63 障害者支
援課

246 3 1 2 3 障害者総合支援法によるサービスに要
する経費

60 新型コロナウイルス感染症対策事業（障害者支援課　保健衛生分）につい
ては、市内の障害福祉サービス等事業所等に配布する消毒薬等の購入費用
及び意思疎通支援事業で手話通訳者の医療機関派遣時の感染症対策として
遠隔手話通訳タブレット導入費用が主なもの。予算に対する執行率は
94.02％

64 企画政策
課

247 3 1 2 5 東葛中部地区総合開発事務組合に要す
る経費

1 東葛中部地区総合開発事務組合民生費負担事業は、同組合における障害者
支援施設の運営費及び建設費の負担金を支払うもの。予算に対する執行率
は99.99％

65 高齢者支
援課

249 3 1 3 2 生きがい推進に要する経費 1 高齢者生きがい推進事業の報償費について、８８歳は１万円を772人に、１
００歳には５万円を43人に合計987万円を敬老祝い金として支給したのが主
なもの。予算に対する執行率は90.54％

66 高齢者支
援課

251 3 1 3 2 生きがい推進に要する経費 54 敬老バス支援事業について、１年間のカーメンテナンスリース料と敬老バ
ス運転業務委託料22回分が主なもの。予算に対する執行率は41.00％
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67 高齢者支
援課

253 3 1 3 3 在宅福祉サービスによる経費 56 在宅高齢者介護予防・生活支援事業の業務委託料のうち、高齢者外出支援
サービス業務委託料3,690回分が主なもの。予算に対する執行率は82.50％

68 財政調整
課

254 3 1 3 13 介護保険特別会計繰出金 51 介護保険特別会計繰出事業については、介護保険特別会計への繰出金。第
１１号補正で45,941千円減額。予算に対する執行率は94.51％

69 介護支援
課

255 3 1 3 17 新型コロナウィルス感染症対策事業に
要する経費

51 新型コロナウイルス感染症対策事業（介護支援課　高齢者施設等検査分）
は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、高齢者施設等の職員を対
象としたＰＣＲ検査を実施したもの。第１５号補正で予算を確保し、１事
業所で検査を実施した。感染症の収束の見込みがないことから令和３年度
へ19,639,150円繰越し、事業を継続。予算に対する執行率は4.43％

70 社会福祉
課

262 3 1 4 1 福祉会館運営に要する経費 71 新型コロナウイルス感染症対策事業（社会福祉課　福祉会館分）について
は、新型コロナウイルス感染症の予防を図るため、福祉会館１４館のトイ
レ手洗い場の自動水栓改修工事、下花輪福祉会館入浴施設休館により減収
となった指定管理者への補填、福祉会館全１５館分の非接触型温度測定器
の購入をしたことが主なもの。予算に対する執行率は89.58％

71 障害者支
援課

264 3 1 5 1 障害者福祉センターに要する経費 2 障害者福祉センター指定管理者事業については、身体障害者等の機能回復
訓練や創作活動等を行うことにより社会参加と生きがいを促進させること
を目的とした業務、手話通訳者等養成講座他を指定管理者へ委託してい
る。予算に対する執行率は100％

72 障害者支
援課

267 3 1 7 1 さつき園に要する経費 51 新型コロナウイルス感染症対策事業（障害者支援課　さつき園分）につい
ては、さつき園トイレ手洗い場自動水栓化工事請負費が主なもの。予算に
対する執行率は98.08％
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73 障害者支
援課

267 3 1 7 1 さつき園に要する経費 52 障害者福祉施設借上事業については、障害者に働く場を提供し、社会性等
を身につけられるよう民間活力を活用して建設した心身障害者福祉作業所
「さつき園」の土地、建物の賃借料を支払い、施設利用の継続と利用者の
社会的自立の促進を図るもの。予算に対する執行率は99.99％

74 障害者支
援課

270 3 1 9 1 障害者就労支援センターに要する経費 1 障害者就労支援センター運営事業については、障害者の雇用促進と職業生
活の充実を図り、社会・経済的自立を促すことを目的としており、生活指
導員会計年度任用職員の報酬が主なもの。予算に対する執行率は93.43％

75 保険年金
課

273 3 1 10 1 後期高齢者医療に要する経費 1 後期高齢者医療保険制度事業については、後期高齢者医療制度の運営に要
する市町村負担金を千葉県後期高齢者医療広域連合に納付するもの。予算
に対する執行率は98.98％

76 健康増進
課

273 3 1 10 1 後期高齢者医療に要する経費 2 後期高齢者健康診査事業については、被保険者の健康保持のための健康診
査委託料が主なもの。予算に対する執行率は91.98％

77 財政調整
課

276 3 1 10 2 後期高齢者医療特別会計繰出金 51 後期高齢者医療特別会計繰出事業については、後期高齢者医療特別会計へ
の繰出金。第１４号補正で6,272千円減額。予算に対する執行率は96.50％

78 保育課 278 3 2 1 5 民間保育所の補助に要する経費 1 私立保育所等運営補助事業は市内私立保育所等７３園分の運営に対する補
助金が主なもの。予算に対する執行率は97.28％

79 子ども家
庭課

279 3 2 1 5 民間保育所の補助に要する経費 51 私立保育所整備補助事業は、新設の保育所１１園分に対する補助金が主な
もの。予算に対する執行率は96.94％
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80 保育課 288 3 2 2 2 保育所（園）等運営費負担金に要する
経費

1 保育園等運営費委託事業は市内私立保育所５２園、認定こども園３園、小
規模保育事業所１８園の他、管外公立及び私立保育所の入所児童延べ
72,691名分の保育所運営委託料が主なもの。予算に対する執行率は99.18％

81 障害者支
援課

288 3 2 2 3 児童福祉法によるサービスに要する経
費

1 障害児通所支援事業については、児童福祉法の児童発達支援及び放課後等
デイサービス等の障害児通所支援事業に該当する事業で、障害児通所給付
費が主なもの。予算に対する執行率は94.88％

82 障害者支
援課

289 3 2 2 3 児童福祉法によるサービスに要する経
費

51 新型コロナウイルス感染症対策事業（障害者支援課　障害児通所支援分）
については、特別支援学校等の臨時休校に伴い、放課後等デイサービス利
用の追加的に生じた障害児通所給付費が主なもの。予算に対する執行率は
12.47％

83 子ども家
庭課

289 3 2 2 4 児童手当の支給に要する経費 1 児童手当支給事業は、延べ354,819人分の児童手当の支給が主なもの。予算
に対する執行率は99.51％

84 子ども家
庭課

291 3 2 2 4 児童手当の支給に要する経費 52 新型コロナウイルス感染症対策事業（子ども家庭課　児童措置分）は、対
象児童27,272人に対する給付金が主なもの。予算に対する執行率は87.98％

85 子ども家
庭課

295 3 2 3 1 児童の援護に要する経費 4 児童扶養手当支給事業は、対象児童1,026人に対する給付金が主なもの。予
算に対する執行率は98.73％

86 子ども家
庭課

298 3 2 3 1 児童の援護に要する経費 58 新型コロナウイルス感染症対策事業（子ども家庭課　母子等福祉分）は、
延べ3,675人に対する給付金が主なもの。予算に対する執行率は99.95％
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87 健康増進
課

299 3 2 3 1 児童の援護に要する経費 59 新型コロナウイルス感染症流行中小児インフルエンザ予防接種費用助成事
業については、新型コロナウイルス感染症と季節性インフルエンザの同時
流行を防ぐ目的から行った小児インフルエンザの任意接種費用助成に係る
費用が主なもの。予算に対する執行率は25.08％

88 子ども家
庭課

304 3 2 4 2 児童館・児童センター運営に要する経
費

58 児童館・児童センター整備事業は、おおたかの森児童センターの工事請負
費が主なもので、南流山児童センター設計業務については、令和元年度か
ら令和２年度までの継続費として実施したもの。予算に対する執行率は
78.99％

89 子ども家
庭課

306 3 2 4 2 児童館・児童センター運営に要する経
費

59 新型コロナウイルス感染症対策事業（子ども家庭課　児童館分）は、児童
館トイレの自動水栓化工事が主なもの。予算に対する執行率は80.23％

90 保育課 308 3 2 5 2 保育所の管理運営に要する経費 1 保育所管理運営事業については公立保育所を運営するための経費であり、
公立保育所５か所に配置した保育士等の会計年度任用職員報酬が主なも
の。予算に対する執行率は65.48％

91 教育総務
課

318 3 2 6 3 学童保育に要する経費 51 学童クラブ施設整備事業については、主に、南流山小学校区第２あすなろ
学童クラブ、八木北小学校区第３学童クラブ、おおぐろの森小学校区学童
クラブの整備を行ったもの。予算に対する執行率は93.79％

92 教育総務
課

320 3 2 6 3 学童保育に要する経費 64 新型コロナウィルス感染症対策事業（教育総務課）については、運営法人
が購入した衛生物品の購入費、保護者返金分の保育料、感染症対策手当の
補填が主なもの。予算に対する執行率は90.97％

93 児童発達
支援セン
ター

326 3 2 7 2 つばさ学園に要する経費 51 新型コロナウイルス感染症対策事業（児童発達支援センター）について
は、新型コロナウイルス感染予防を図るため、必要な消毒液、ペーパータ
オル及び液体石鹸などの消耗品並びに加湿空気清浄機などの備品を購入し
たもので、予算額に対する執行率は100％
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94 児童発達
支援セン
ター

327 3 2 7 2 つばさ学園に要する経費 54 つばさ学園療育相談事業は、子どもの発達に不安や心配を抱える保護者を
対象に相談業務を実施しているもので、相談業務に従事する心理士、言語
聴覚士に対する報償費が主なもの。予算に対する執行率は88.61％

95 児童発達
支援セン
ター

329 3 2 7 3 障害児の支援に要する経費 1 幼児ことばの相談室運営事業は、ことばの発達に支援が必要とされる未就
学児を対象に言語聴覚士が支援を行うもので、従事する言語聴覚士の報償
費が主なもの。予算に対する執行率は90.49％

96 社会福祉
課

335 3 3 2 1 生活保護扶助費等に要する経費 1 生活保護法等に基づく扶助事業については、保護受給者への保護費の支給
に係るもので、生活扶助費延べ18,836人分、住宅扶助費延べ14,355世帯、
医療扶助費延べ16,597人分。予算に対する執行率は97.61％

97 子ども家
庭課

340 4 1 1 3 母子健康推進に要する経費 5 子ども医療費助成事業は、延べ347,843件分の医療扶助費が主なもの。予算
に対する執行率は87.51％

98 健康増進
課

343 4 1 1 4 母子健康診査に要する経費 1 母子健康診査事業については、妊産婦・乳幼児の疾病の早期発見、健康保
持増進のための健康診査に係る委託料が主なもの。予算に対する執行率は
94.13％

99 健康増進
課

347 4 1 1 10 保健センター事務管理に要する経費 1 保健センター事務管理事業については、保健センターの維持管理のため
の、清掃業務等の委託料や駐車場借上料が主なもの。予算に対する執行率
は98.61％

100 健康増進
課

351 4 1 1 10 保健センター事務管理に要する経費 55 新型コロナウイルス感染症対策事業（健康増進課）については、新型コロ
ナウイルス感染症感染防止に伴う費用の一部助成が主なもの。予算に対す
る執行率は59.86％
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101 健康増進
課

355 4 1 2 1 予防接種に要する経費 1 予防接種事業については、子ども及び高齢者に対する定期予防接種実施に
係る費用が主なもの。予算に対する執行率は96.31％

102 健康増進
課

357 4 1 2 2 健康増進事業に要する経費 1 健康増進事業については、市民の健康保持のための各種がん検診等の委託
料が主なもの。予算に対する執行率は79.50％

103 健康増進
課

360 4 1 2 2 健康増進事業に要する経費 55 新型コロナウイルス感染症対策事業（健康増進課　予防接種・健康増進
分）については、新型コロナウイルス感染症と季節性インフルエンザの同
時流行を防ぐ目的から行った高齢者インフルエンザ予防接種の自己負担金
免除に係る委託料増額が主なもの。予算に対する執行率は98.25％

104 健康増進
課

361 4 1 2 2 健康増進事業に要する経費 57 新型コロナウイルス感染症対策事業（健康増進課　ワクチン接種分）につ
いては、新型コロナウイルスワクチンの円滑な接種体制を構築するための
新型コロナウイルスワクチン接種コールセンター業務委託料や個別予防接
種通知書作成業務委託料が主なもの。予算に対する執行率は27.68％。未執
行分については翌年度に繰越し

105 企画政策
課

366 4 1 4 1 東葛中部地区総合開発事務組合に要す
る経費

1 東葛中部地区総合開発事務組合衛生費負担事業は、同組合における火葬場
の運営費及び建設費の負担金を支払うもの。予算に対する執行率は99.99％

106 環境政策
課

367 4 1 4 5 環境保全の推進及び指導に要する経費 52 生物多様性地域戦略推進事業については、グリーンウェイブ及びトラック
の森づくりなどのまちなか森づくりプロジェクトに係る需用費・委託料が
主なもの。グリーンウェイブにおいては210本、トラックの森づくりにおい
ては9本の植樹を行い、二酸化炭素吸収源を創出した。予算に対する執行率
は87.95％
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107 環境政策
課

368 4 1 4 5 環境保全の推進及び指導に要する経費 60 地球温暖化対策事業については、市民環境講座開催や緑のカーテン普及促
進業務のほか、地球温暖化対策奨励金（省エネルギー設備）の交付が主な
もの。奨励金では、太陽光発電設備６４件、家庭用燃料電池システム（エ
ネファーム）１２件、定置用リチウムイオン蓄電システム37件、太陽光・
蓄電池併用の上乗せ３９件に対し補助金を交付した。予算に対する執行率
は98.61％

108 環境政策
課

371 4 1 4 6 環境衛生に要する経費 53 路上喫煙の防止及びまちをきれいにする事業については、路上喫煙等防止
重点区域をパトロールし、路上喫煙の防止を図るものであり、令和２年度
は６７件の過料を徴収。主な支出は路上喫煙防止指導員（会計年度任用職
員）の報酬。予算に対する執行率は93.69％

109 環境政策
課

378 4 1 5 1 公害対策及び調査測定に要する経費 53 放射能対策事業については、除染が終了した公共施設等のモニタリング業
務、食材の放射性物質検査を行った。主な支出は会計年度任用職員の報
酬。予算に対する執行率は96.89％

110 クリーン
センター

385 4 2 1 2 クリーンセンター事務に要する経費 4 クリーンセンター施設管理事業については、委託料が主な支出であり、施
設の清掃業務、消防設備やエレベーター等の保守点検業務を委託してい
る。予算に対する執行率は99.84％

111 クリーン
センター

386 4 2 1 6 廃棄物処理計画に要する経費 51 廃棄物処理施設整備等基金積立事業については、廃棄物処理施設の整備等
に必要な資金を積み立てるもので、ふるさと納税等による寄附金及び利息
分を積立てたもの。予算に対する執行率は91.05％

112 クリーン
センター

387 4 2 2 1 ごみ処理管理運営に要する経費 2 ごみ焼却施設管理事業については、施設管理委託料及び諸委託料が主な支
出であり、ごみ焼却施設運転管理業務委託においては、平成２９年度から
令和３年度までの５年間の債務負担行為を設定しているもので、ごみ焼却
施設の夜間・休日の運転管理を委託している。予算に対する執行率は
89.71％
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113 クリーン
センター

390 4 2 2 1 ごみ処理管理運営に要する経費 3 ごみ収集事業については、一般家庭から排出されるごみ等を収集運搬する
業務委託料が主な支出。そのうち（粗大ごみ、公共施設から排出されるご
み、市内の野生動物やペットの死体、高齢者ごみ出し支援業務及び有害危
険ごみ以外の）燃やすごみ、燃やさないごみ、容器包装プラスチック、
ペットボトルについては、市内を３地域に分け２業者に業務委託し、令和
２年度は、市内5,915か所の集積所から計33,296.08トン収集した。一般家
庭から排出されるごみ等の収集運搬に係る令和２年度委託料の合計額は
342,240,076円。また、ごみの収集運搬業務委託契約のうち、一般家庭から
排出されるごみ及び粗大ごみについては、平成２９年度から令和３年度ま
で、公共施設から排出されるごみと、高齢者ごみ出し支援業務及び有害危
険ごみについては令和２年度から令和３年度まで、それぞれ債務負担行為
を設定している。予算に対する執行率は98.45％

114 クリーン
センター

391 4 2 2 1 ごみ処理管理運営に要する経費 6 リサイクル館施設管理事業については、リサイクル館包括管理運営業務委
託料が主な支出であり、平成２９年度から令和３年度までの５年間の債務
負担行為を設定し、包括的な管理運営業務を委託している。予算に対する
執行率は100％

115 クリーン
センター

392 4 2 3 1 ごみ減量・資源化に要する経費 2 ごみ減量・資源化事業については、新型コロナウイルス感染症まん延を受
け、例年行っている市内小学生向けの施設見学を中止したほか、年４回開
催する予定であったガレージセールも、年１回の開催とした。主な支出は
地域のごみ減量等推進員への各種書類郵送料など。予算に対する執行率は
36.52％

116 クリーン
センター

393 4 2 3 2 リサイクル活動支援に要する経費 1 リサイクル推進事業については、主な支出は資源物回収を行うリサイクル
団体への報償金と、資源物回収業者への奨励金であり、それぞれ第１期か
ら第４期の４回に分けて交付している。令和２年度の報償金は２５４団体
に対して72,782,520円、奨励金は７社に対して110,482,150円の支出であっ
た。なお、奨励金については、奨励金の単価を、第４期から、紙・布類を
キログラム当たり9円から19円に、ビン・缶類を12円から22円に増額したこ
とにより、21,897,000円の補正予算を計上した。予算に対する執行率は
98.82％
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117 クリーン
センター

394 4 2 3 7 剪定枝資源化施設運営に要する経費 1 剪定枝資源化施設運営事業については、剪定枝資源化施設の円滑な運営管
理及び市内で発生する剪定枝から堆肥を製造し、市民に配布することによ
り緑のリサイクルを進め、循環型社会の形成に寄与するもの。年間で剪定
枝等3,222.59トンを受け入れ、堆肥273.2トンを配布したもので、剪定枝資
源化施設機器保守点検整備業務委託料及び剪定枝等処分業務委託料が主な
もの。予算に対する執行率は89.00％

118 クリーン
センター

396 4 2 4 1 塵芥処理施設管理に要する経費 51 ごみ焼却施設整備事業については、ごみ焼却施設の保守点検業務委託料及
び修繕料が主な支出であり、ごみ焼却施設の定期点検整備及び機械機器類
緊急補修を行った。補正予算額及び流用額は、新たに異常が見つかった機
器類の修繕料を増額したもので、予算に対する執行率は99.90％

119 クリーン
センター

396 4 2 4 1 塵芥処理施設管理に要する経費 55 廃棄物処理施設延命化事業については、令和２年度から２か年継続事業と
して継続費を設定しているもので、ごみ焼却施設の性能を長期に維持して
いくため、長寿命化総合計画の策定及び基幹的改良工事発注に向けた支援
業務を委託したもの。令和３年３月にごみ焼却施設長寿命化総合計画を策
定した。予算に対する執行率は50.40％

120 クリーン
センター

397 4 2 5 1 し尿処理管理運営に要する経費 5 し尿収集処理・施設管理事業については、し尿処理施設の安定的な稼働及
び汲み取り式トイレを使用している世帯や工事現場の仮設トイレの汲み取
りを委託し、し尿の衛生的な処理を行うもの。年間でし尿及び浄化槽汚泥
10,310.47キロリットルを処理し、し尿処理施設の機器保守点検整備委託料
及びし尿収集運搬業務委託料が主なもの。予算に対する執行率は94.16％。

121 商工振興
課

402 5 1 1 1 雇用促進に要する経費 1 雇用促進事業については、ハローワーク松戸及び松戸公共職業安定所雇用
促進協力会との協力関係を充実させ、地域雇用の促進と安定に寄与するも
のである。会計年度任用職員１名分の賃金が主なもの。予算に対する執行
率は82.69％

122 商工振興
課

403 5 1 1 1 雇用促進に要する経費 2 勤労者互助会事業については、市内の中小企業事業所の相互扶助により、
従業員及び事業主の福祉の増進を図るとともに、生活の安定に寄与するも
のである。市内小規模事業者への福利厚生事業を実施する流山市勤労者互
助会に対する補助が主なもの。予算に対する執行率は100％
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123 商工振興
課

403 5 1 1 1 雇用促進に要する経費 55 地域職業相談室運営事業については、ハローワーク松戸と連携して、求職
者に対して求人情報の提供及び職業相談等を行うことにより、就労機会の
拡大とともに雇用の促進を図るものである。会計年度任用職員１名分の賃
金が主なもの。予算に対する執行率は94.47％

124 商工振興
課

404 5 1 1 3 雇用創出事業に要する経費 53 就労支援セミナー企画運営事業については、求職者に対し就労支援セミ
ナーや就職個別相談等の就労支援を企画・実施するものである。就職個別
相談業務の委託料が主なもの。予算に対する執行率は98.80％

125 農業委員
会事務局

406 6 1 1 1 農業委員会に要する経費 1 農業行政事務管理事業については、会計年度任用職員１年分の賃金が主な
もので、予算に対する執行率は82.88%

126 農業委員
会事務局

407 6 1 1 1 農業委員会に要する経費 2 農業委員会運営事業については、農業委員１２名の１年分の報酬と農地利
用最適化推進委員４名の１年分の報酬が主なもので、予算に対する執行率
は97.82%

127 農業振興
課

410 6 1 3 3 農業振興に要する経費 2 農業振興対策事業については、農林水産の振興に関する補助金（高生産推
進事業）が主なもので、農業施設整備や効率化機械を導入することによ
り、農家の高生産・高収益を推進し、生産性の高い都市型農業の構築を図
るもの。予算に対する執行率は97.40％

128 農業振興
課

412 6 1 3 3 農業振興に要する経費 5 地産地消推進事業は、新型コロナウイルスの影響により流山産農作物を使
用した料理講習会を中止としたことで不要額が発生した。予算に対する執
行率は48.52％

129 農業振興
課

413 6 1 3 3 農業振興に要する経費 57 学校給食地産地消推進事業は、市内小中学校に流山産米を供給し、食への
関心を高めるとともに食の安心・安全性を図り、地産地消の普及・定着を
推進するもの。給食米を提供する市内農家には、一般流通米価格と給食用
米提供価格との差額を負担金として補填することで、生産農家の安定収入
を確保するもの。予算に対する執行率は95.45％
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130 農業振興
課

413 6 1 3 3 農業振興に要する経費 65 産地整備支援事業は、千葉県の次世代産地整備支援実施要項に基づき園芸
品目の生産力を向上するための必要な省力機械購入、施設園芸の生産性向
上を図るための環境モニタリング装置等の導入に係る事業費の一部を補助
するもので、３件について千葉県の採択を受けたことから補正したもの。
予算に対する執行率は76.42％

131 農業振興
課

415 6 1 4 1 土地改良に要する経費 1 土地改良施設維持管理事業は、良好な農地確保や農業生産の向上を図るた
め、市内の土地改良区が実施した施設維持管理に要する経費を負担する事
業。土地改良区へ負担金を交付することで、良好な農地が確保され、農業
生産性の向上に寄与したもの。予算に対する執行率は93.50％

132 農業振興
課

416 6 1 5 1 湛水防除に要する経費 1 湛水防除施設維持管理事業は、近隣市の土地改良区が所有する排水機場に
おいて適正に雨水排水するために、市域の面積に応じて施設維持管理費を
負担するもの。負担金を交付することで、台風や大雨時の適正排水によ
り、水害の防止が図れた。予算に対する執行率は98.71％

133 河川課 417 6 1 5 1 湛水防除に要する経費 2 排水機場運転管理事業については、流山排水機場の運転に要する電気料が
主なもの。予算に対する執行率は99.33％

134 農業振興
課

419 6 2 1 2 森林環境基金に要する経費 51 森林環境基金積立事業は、森林環境譲与税を森林の整備や木材利用の促進
に関する財源に充てるため基金として積立てるもの。また、森林環境譲与
税が増額となったことから増額補正したもの。予算に対する執行率は
99.99％

135 商工振興
課

421 7 1 2 1 中小企業資金融資に要する経費 52 中小企業資金融資事業については、市内中小企業者の育成と振興に寄与す
るため、資金融資の実施及び融資利息の一部補助を行うことを目的とした
事業で、中小企業者への資金融資に係る金融機関への預託金及び市制度融
資利用者への融資利息の補助金が主なもの。予算に対する執行率は99.02％
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136 商工振興
課

421 7 1 2 1 中小企業資金融資に要する経費 54 新型コロナウイルス感染症対策事業（商工振興課）は、セーフティネット
保証制度４号認定の資金融資に係る利用者への利子及び信用保証料に対す
る補助金と緊急事態宣言発出によりテナントを賃借する事業者の賃料負担
の深刻化が懸念されたことから、賃料減免に応じた賃貸人に対し、減額分
の80％を助成するテナント支援協力金が主なもの。本事業は予備費により
事業実施を開始し、４月専決及び７月専決にて事業費の追加、１２月補正
にて事業費の減、３月補正にて委託料の増及び補助金の減を行っている。
予算に対する執行率は98.76％

137 商工振興
課

423 7 1 2 2 商工業育成・助成に要する経費 4 地域商工業振興事業については、市内商業活性化のため、流山商工会議所
の実施する地域総合振興事業に係る経費の一部を補助するための補助金が
主なもの。予算に対する執行率は100％

138 商工振興
課

423 7 1 2 2 商工業育成・助成に要する経費 66 ふるさと納税市内特産品等事業贈呈については、寄附金に対する謝礼とし
て、市内の特産品等を贈呈している事業であり、返礼品購入に係る報償費
が主なもの。新規返礼品の追加及び当初想定よりふるさと納税の申込みが
多いことから、返礼品購入のための報償費を１２月補正にて追加してい
る。予算に対する執行率は76.38％

139 商工振興
課

423 7 1 2 2 商工業育成・助成に要する経費 67 プレミアム付商品券事業については、消費税・地方消費税率の引き上げに
よる消費への影響緩和及び消費喚起を目的としたプレミアム付き商品券の
発行・販売を行う事業で、商品券販売に係る商工会議所への委託料が主な
もの。本事業は、実施に係る事務費の一部の経費分につき、商品券の利用
期間を最長の令和２年３月末までとしたことにより、令和元年度に事務を
終了することができないことから、繰越明許費として令和２年度に繰越し
た事業である。予算に対する執行率は13.19％

140 商工振興
課

424 7 1 2 2 商工業育成・助成に要する経費 70 新型コロナウイルス感染症対策事業（商工振興課　テイクアウト・デリバ
リー応援事業分）については、時短営業等の制限によって集客に苦慮する
飲食店が、テイクアウト及びデリバリーによって売上拡大を図れるよう事
業支援することを目的とした事業であり、報償費及び事業の協力を行って
いる商工会議所への委託料が主なもの。迅速に事業を実施する必要があっ
たことから、予備費により事業を実施。予算に対する執行率は96.13％
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141 商工振興
課

424 7 1 2 3 企業立地事務事業に要する経費 51 企業立地促進事業については、新たに流山市へ進出した企業等３社及び進
出した企業等に土地又は建物を賃貸する不動産所有者２社に対し交付す
る、企業等立地促進奨励金及び立地企業等協力金が主なもの。予算に対す
る執行率は90.29％

142 流山本
町・利根
運河ツー
リズム推
進課

429 7 1 3 1 観光事業に要する経費 65 利根運河記念イベント事業については、令和元年度からの繰越事業費で、
二代目利根運河ビリケンさん設置記念イベント企画運営業務（パンフレッ
ト及びノベルティグッズの制作等）に要した経費。新型コロナウイルス感
染症の状況を勘案し、式典は流山市観光協会等の関係者及び報道関係者の
みで実施。予算に対する執行率は75.89％。執行率が下がった理由は、一般
参加がない式典としたことから警備費が不用となったため

143 流山本
町・利根
運河ツー
リズム推
進課

430 7 1 3 1 観光事業に要する経費 75 流山版ＤＭＯ推進事業については、流山版ＤＭＯの設立支援及び設立後の
経営伴走を業務委託したもの及び流山版ＤＭＯの総発行株数の50％強に当
たる資本金を出資したもの。予算に対する執行率は100％。

144 流山本
町・利根
運河ツー
リズム推
進課

431 7 1 3 1 観光事業に要する経費 76 利根運河ツーリズム環境整備事業については、地開発基金により先行取得
した割烹新川屋本館（土地3,068.65㎡及び建物541.06㎡）の買戻しが主な
もの。なお、財源には、都市構造再編集中支援事業（都市再生整備事業）
による国庫補助（補助率50％）を活用している。予算に対する執行率は
99.46％

145 流山本
町・利根
運河ツー
リズム推
進課

431 7 1 3 1 観光事業に要する経費 77 流山本町ツーリズム環境整備事業については、観光案内板設置工事請負費
が主なもの。南流山駅及び流山セントラルパーク駅からの徒歩による誘客
のために、南流山駅から流山本町まで11基、流山セントラルパーク駅から
流山本町まで3基の合計14基設置。なお、工事請負費及び工事監理費の財源
には、都市構造再編集中支援事業（都市再生整備事業）による国庫補助
（補助率50％）を活用している。予算に対する執行率は97.26％

146 コミュニ
ティ課

432 7 1 4 1 消費者対策事業に要する経費 1 消費者啓発事業については報償費、消耗品費、印刷製本費が主なもの。予
算に対する執行率は95.86％
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147 コミュニ
ティ課

433 7 1 4 1 消費者対策事業に要する経費 2 消費者情報提供事業については、消費生活相談員６人分の報酬が主なも
の。予算に対する執行率は97.08％

148 コミュニ
ティ課

434 7 1 4 1 消費者対策事業に要する経費 51 消費者放射性物質分析事業については、機器校正手数料が主なもの。予算
に対する執行率は66.67％

149 宅地課 442 8 1 2 3 宅地開発の許可等及び指導に要する経
費

51 開発許可管理台帳システム構築事業については、開発許可情報等を電子
データ化し、開発履歴調査の迅速化及び各種許可書の発行、管理の一元化
を図るもの。予算に対する執行率は100％

150 道路管理
課

448 8 2 2 1 道路維持補修に要する経費 51 道路維持補修事業については、市内全域の幹線・補助幹線道路の２回目の
定期点検と、道路補修工事として、幹線・補助幹線道路８路線、区画道路
２路線の合計2,066メートルの工事を実施し、予算に対する執行率は
99.92％。

151 道路建設
課

453 8 2 3 1 道路新設・拡幅事業に要する経費 58 新設小学校建設関連道路整備事業については、大畔地先の新設小学校建設
に関連する道路を整備するもので、公有財産取得費が主なもの。予算に対
する執行率は、52.06％。翌年度繰越額については、関係機関協議に不測の
時間を要したため、令和２年度から令和３年度に繰越明許したもの。

152 道路建設
課

453 8 2 3 1 道路新設・拡幅事業に要する経費 70 名都借跨線橋道路拡幅改良事業については、市道２６１号線の国道６号線
から学童クラブ跡地までの区間において、緊急時の大型車両の通行や歩行
者、自転車の安全な通行を確保するための拡幅改良であり、向小金２丁目
地先における歩道整備工事が主なもの。予算に対する執行率は17.51％。翌
年度繰越額については、ＪＲ東日本との協議に不測の時間を要したため、
令和２年度から令和３年度に逓次繰越したもの。
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153 道路管理
課

456 8 2 4 1 橋りょう維持に要する経費 51 橋りょう補修事業については、橋長15メートル未満の桁橋７橋の補修設
計、橋長15メートル以上の桁橋１５橋の２回目となる定期点検及び橋長15
メートル未満の桁橋４橋の補修工事が主なもので、予算に対する執行率は
97.5％。

154 河川課 460 8 3 1 2 河川の管理に要する経費 56 調整池維持管理事業については、土地区画整理事業や開発行為により設置
された調整池の維持管理で、草刈業務、排水施設保守点検業務及び排水ポ
ンプの電気料が主なもの。予算に対する執行率は、83.04％。草刈及び保守
点検の入札減による差額の補正減を行った

155 河川課 462 8 3 2 1 河川の改修に要する経費 54 河川等維持補修事業については、３件の水路改修工事、３０件の小破修繕
工事及び諏訪下樋管排水ポンプの購入が主なもの。予算に対する執行率は
82.86％。小破修繕工事件数が多かったことによる補正増及び委託の入札減
による差金の補正減を行った

156 河川課 463 8 3 3 1 地域排水対策に要する経費 55 雨水排水施設整備事業については、野々下５丁目地先及び新設小学校関連
雨水排水施設整備工事が主なもの。予算に対する執行率は52.14％。工事の
入札減による差金の補正減を行った。雨水排水施設整備事業の繰越事業費
繰越額については、新設小学校関連雨水排水施設整備工事で、雨水管約166
メートルを布設したもので、雨水排水ルート及び排水範囲の条件が変更に
なったことから、令和元年度から令和２年度に繰越明許したものであり、
令和３年３月に完成している

157 都市計画
課

467 8 4 1 2 都市計画事務に要する経費 63 生産緑地に関する図書作成事業については、令和２年度から３か年事業と
して継続費を設定しており、特定生産緑地指定業務委託料が主なもので、
予算に対する執行率は78.1％。令和２年４月に業務委託契約額が確定した
ことに伴い、予算額との差額分941,000円を、翌年度へ逓次繰越した

158 都市計画
課

467 8 4 1 2 都市計画事務に要する経費 68 都市計画見直し事業については、令和２年度から２か年事業として継続費
を設定しており、都市計画見直し業務委託料が主なもので、予算に対する
執行率は81.81％。令和２年５月に業務委託契約額が確定したことに伴い、
予算額との差額分3,457,000円を、翌年度へ逓次繰越した
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159 都市計画
課

468 8 4 1 2 都市計画事務に要する経費 78 広告物等推進事業については、違法看板撤去業務委託料及び広告物管理シ
ステム賃借料が主なもので、予算に対する執行率は90.63％

160 まちづく
り推進課

471 8 4 2 2 バス交通事業に要する経費 51 ぐりーんバス運行事業については、ぐりーんバスの運行経費における収支
の差額に対するバス事業者への補填が主なもの。予算に対する執行率は
99.07％

161 まちづく
り推進課

476 8 4 4 2 一体型特定土地区画整理事業に要する
経費

51 運動公園周辺地区一体型特定土地区画整理事業については、運動公園周辺
地区における区画整理事業費の一部を協定に基づき負担するものが主なも
の。予算に対する執行率は99.28％

162 まちづく
り推進課

476 8 4 4 2 一体型特定土地区画整理事業に要する
経費

54 木地区一体型特定土地区画整理事業については、木地区における区画整理
事業費の一部を協定に基づき負担するものが主なもの。予算に対する執行
率は90.47％

163 財政調整
課

477 8 4 4 6 土地区画整理事業特別会計繰出金 51 土地区画整理事業特別会計繰出事業については、土地区画整理事業特別会
計への繰出金。第８号補正で19,096千円減額、第１４号補正で168,160千円
減額。予算に対する執行率は97.36％

164 財政調整
課

480 8 4 6 1 下水道事業会計出資金等に要する経費 51 下水道事業会計出資金等事業については、下水道事業会計への負担金。予
算に対する執行率は100％

165 みどりの
課

481 8 4 7 1 公園緑地の維持及び管理に要する経費 1 みどりの維持管理事業については、405箇所の公園緑地の年間管理業務委託
料が主なもの。予算に対する執行率は98.66％
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166 みどりの
課

484 8 4 7 2 公園緑地の整備保全に要する経費 65 良質なみどりの拠点保全事業については、市民の森（中野久木散策の森）
用地取得が主なもの。予算に対する執行率は99.92％

167 みどりの
課

485 8 4 7 2 公園緑地の整備保全に要する経費 70 新たな賑わい空間創出事業については、鰭ケ崎・思井地区１号、３号緑地
整備工事、総合運動公園バーベキュー広場整備工事が主なもの。予算に対
する執行率は63.03％。翌年度への繰越明許費については、新たな賑わい創
出事業が主なものであり、工事発注に先立つ建築確認申請における事前調
査に不測の日数を要したため繰越したもの。

168 建築住宅
課

492 8 5 1 1 市営住宅に要する経費 1 市営住宅管理事業については、市営住宅の修繕料が主なもので、小破修繕
が当初よりも多く見込まれたことから施設修繕料を追加したもの（９月補
正）。予算に対する執行率は95.21％

169 建築住宅
課

494 8 5 1 1 市営住宅に要する経費 51 市営住宅整備事業については、柳田団地１号棟の屋上防水改修工事請負費
で、予算に対する執行率は100％

170 建築住宅
課

494 8 5 1 1 市営住宅に要する経費 55 市営住宅借上事業については、三輪野山団地、西初石団地及び既存借上型
市営住宅５団地の借上料が主なもの。予算に対する執行率は100％

171 消防総務
課

497 9 1 1 4 消防職員の研修に要する経費 1 消防職員研修事業については、消防職員を対象に、消防大学校、県消防学
校等の各種研修を受講させることにより、消防技術及び資質の向上を図る
ものであり、千葉県消防学校７科、消防大学校１科の入校にかかわる費用
が主なもの。新型コロナウィルス感染拡大防止のため、千葉県消防学校入
校が一部中止となり、入校にかかわる経費が2,439,000円減額補正。予算に
対する執行率は92.21％
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172 消防総務
課

500 9 1 1 5 総務事務に要する経費 3 常備消防費事務管理事業については、消防職員の福利厚生及び管理全般に
係る事業であり、効率的な消防業務事務遂行にあたるための費用が主なも
の。予算に対する執行率は97.11％

173 消防総務
課

502 9 1 1 6 消防庁舎管理運営に要する経費 1 本部・署庁舎管理事業については、消防本部及び中央消防署庁舎を適切に
維持管理するための経費を計上したものであり、光熱水費及び庁舎清掃委
託料が主なもの。予算に対する執行率は98.92％

174 消防総務
課

510 9 1 1 7 救急救命士養成に要する経費 51 救急救命士養成事業については、救命率の向上を図るため、救急隊員及び
より高度な救命処置が施せる救急救命士を養成し、市民の救命率向上を図
るものであり、千葉県消防学校２科及び救急救命東京研修所の入校にかか
わる費用が主なもの。新型コロナウイルス感染拡大防止のため、千葉県消
防学校及び救急救命東京研修所入所が一部中止となり、入校にかかわる経
費を2,849,000円減額補正。予算に対する執行率は93.86％

175 消防防災
課

513 9 1 1 9 警防業務に要する経費 1 防災及び救急救助事業については、防災や救急事業を円滑に遂行するため
の経費を計上している。救急患者を受け入れた病院に支払う報償費や救急
隊員の病院研修に対する負担金が主なもので、救急出動件数が前年度比約
20％下回ったほか、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、市民を対象
とした普通救命講習や救急隊員を対象とした病院研修も想定回数の開催が
できなかったもの。予算に対する執行率は74.57％

176 中央消防
署

520 9 1 1 12 救急救助に要する経費 1 中央消防署救急救助活動事業については、救急救助活動が円滑に任務が遂
行できるようにするための経費を計上したものであり、現場用や救急用消
耗品などの購入が主なもの。また、令和２年度は新型コロナウイルス感染
症の搬送業務に関わった職員を対象にＰＣＲ検査を実施するため、これに
係る支出について4,813,138円予備費にて充当し対応した。予算に対する執
行率は99.27％

177 消防総務
課

524 9 1 2 1 消防団運営に要する経費 1 消防団運営事業については、消防団が円滑に任務遂行を図れるよう、団運
営に係る経費を計上したものであり、年間報酬や活動服の購入費用、退職
報償金に要する負担金が主なもの。予算に対する執行率は97.43％
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178 消防総務
課

526 9 1 2 3 消防団活動に要する経費 1 消防団活動事業については、消防団事業計画に基づく団活動及び災害活動
に係る経費を計上したものであり、災害等活動手当の支給及び訓練用資機
材の購入が主なもの。予算に対する執行率は96.76％。なお、令和２年度に
おいては、新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴い、消防団行事の一部
である消防団夏季訓練、東葛飾支部消防操法大会及び市内実戦消防操法大
会が中止となったことから、これらに係る出動手当及び備品購入費等を
6,126,000円減額補正したもの。

179 予防課 527 9 1 2 5 火災予防運動及び警備に要する経費 1 火災予防運動啓発事業については、消防団による火災予防の啓発活動に要
する経費を計上したものであり、秋及び春の全国火災予防運動期間中をは
じめ、警戒パトロール活動に対する消防団員への出動手当。予算に対する
執行率は80.75％。なお、市内で死者が発生する火災が起こったことに伴
い、消防団による緊急警戒パトロールを実施のため、当該出動手当として
1,589,300円を増額補正したもの

180 消防総務
課

528 9 1 3 2 消防団施設・装備に要する経費 54 消防団機械器具置場建設事業については、建築から３０年が経過し老朽化
が著しい機械器具置場を順次建替えるための経費を計上したものであり、
令和２年度については、第１３分団機械器具置場の建替え及び第９分団と
第１０分団の統合により不要となった第９分団機械器具置場の取り壊しを
行ったもの。予算に対する執行率は85.94％

181 消防防災
課

529 9 1 3 4 通信設備の整備に要する経費 58 消防指令業務運用事業については、松戸市ほか５市で共同運用する「千葉
北西部消防指令センター」の消防指令施設を稼働するための経費を計上し
たもので、当市で使用している消防OAシステムの使用料及び貸借料や消防
デジタル救急無線及び消防指令センターへ支出する負担金が主なもの。予
算に対する執行率は91.71％。
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182 消防総務
課

531 9 1 3 5 消防設備・装備に要する経費 51 中央消防署移転事業については、令和２年度から３か年継続事業として継
続費を設定しているもので、基本設計・実施設計・造成設計等の各種設計
業務が中心であり、令和２年度については、事業認定申請の調査書が完了
したもの。また、移転候補予定地の事業認定申請に係る自然環境調査業務
委託を実施した。なお、事業認定申請書の作成において修正作業等に日数
を要したことから、認定申請に遅れが生じ、これら認定に係る費用につい
て翌年度へ繰越したもの（繰越明許）。予算に対する執行率は58.76％

183 中央消防
署

531 9 1 3 5 消防設備・装備に要する経費 53 消防資機材整備事業については、消防・救助・救急活動に必要不可欠な防
火衣等の作業用備品購入等の経費及び機器の保守点検手数料が主なもの
で、予算に対する執行率は99.56％

184 消防防災
課

532 9 1 3 5 消防設備・装備に要する経費 75 消防車両整備事業については、消防車両等更新基準に基づき車両を更新整
備するもので、自動車購入費が主なもの。令和２年度は、資機材搬送車及
び北消防署救急車を更新整備した。予算に対する執行率は99.17％

185 防災危機
管理課

539 9 1 5 2 防災対策に要する経費 51 防災行政無線更新事業については、防災行政無線の屋外子局の長寿命化を
図るため更新を行ったもの。予算に対する執行率は100％

186 防災危機
管理課

539 9 1 5 2 防災対策に要する経費 55 全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）整備事業については、Ｊ－ＡＬ
ＥＲＴと安心メールを連携するための改修業務委託料で、予算に対する執
行率は92.36％

187 防災危機
管理課

541 9 1 5 2 防災対策に要する経費 72 ハザードマップ更新事業については、地震ハザードマップの作成に関する
委託料で、予算に対する執行率は94.34％

30/44



番号 担当課名
決算書
ページ

款 項 目

大
事
業
番
号

大事業の名称

小
事
業
番
号

説明

188 防災危機
管理課

542 9 1 5 5 防災備蓄倉庫設置に要する経費 51 防災備蓄倉庫設置事業については、防災備蓄倉庫の設置や備蓄用消耗品
費、諸備品購入費が主なもの。予算に対する執行率は99.99％

189 防災危機
管理課

542 9 1 5 5 防災備蓄倉庫設置に要する経費 52 新型コロナウイルス感染症対策事業（防災危機管理課）については、諸備
品購入費が主なもので、予算に対する執行率は91.42％

190 学校教育
課

550 10 1 2 2 事務局の運営に要する経費 54 新型コロナウイルス感染症対策事業（学校教育課　管理運営分）について
は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止となった小学校の校外学
習のほか、小中学校の林間学園及び修学旅行の取消料で、予算に対する執
行率は100％

191 教育総務
課

553 10 1 3 1 教育振興に要する経費 53 教育、文化及びスポーツ振興基金積立事業については、新設小学校、新設
中学校の建設等の基金として、寄附金及び利子等の積立てを行ったもの。
予算に対する執行率は100％

192 企画政策
課

554 10 1 3 1 教育振興に要する経費 58 新型コロナウイルス感染症対策事業（企画政策課）は、新型コロナウイル
ス感染症の影響により経済的に困窮し、修学が困難となった学生に給付金
を給付したもの。延べ１２件の支給を行い、経済的に困窮した学生を支援
することができたものと考えている。補正予算計上額に対する執行率は
10.18％

193 指導課 557 10 1 4 2 教育指導に要する経費 51 学校サポート教員派遣研究事業については、サポート教員を派遣すること
により学校教育の活性化を図るもので、学校サポート教員及び指導員４６
名、算数・数学指導員３２名の臨時職員賃金が主なもの。予算に対する執
行率は89.22％

194 指導課 563 10 1 4 3 教育研究に要する経費 53 ＩＣＴ学習空間整備事業については、校内ネットワーク無線LAN機器整備委
託料並びに児童生徒用タブレット端末及びおおぐろの森小学校無線LAN機器
購入費が主なもの。予算に対する執行率は99.54％
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195 指導課 566 10 1 4 3 教育研究に要する経費 64 新型コロナウイルス感染症対策事業（指導課）については、教育研究企画
室内適応指導教室に係る感染症対策として、消毒用消耗品の購入費、空気
清浄機の購入費が主なもの。予算に対する執行率は100％

196 学校教育
課

572 10 2 1 2 小学校の運営に要する経費 2 小学校学校教育運営事業については、会計年度任用職員（特別支援学級介
添員）92名分の報酬のほか、千葉県市町村交通災害共済負担金11,775名分
が主なもの。予算に対する執行率は91.78％

197 学校教育
課

575 10 2 1 2 小学校の運営に要する経費 59 新設小学校（大畔地区）備品整備事業については、おおぐろの森小学校の
開校に伴う各種備品を購入したもので、予算に対する執行率は94.74％

198 学校施設
課

576 10 2 1 3 小学校の施設管理に要する経費 1 小学校教育総務施設管理事業については、小学校の運営に要する光熱水
費、軽微な修繕料、機械警備等の委託料、土地借上料が主なもので予算に
対する執行率は97.97％

199 学校施設
課

578 10 2 1 5 校舎等の改修事業に要する経費 52 小学校校舎等改修事業については、遊器具修繕及び明許分の普通教室整備
及びエアコン設置工事請負費が中心で、予算に対する執行率は83.9％

200 学校施設
課

579 10 2 1 5 校舎等の改修事業に要する経費 56 新型コロナウィルス感染症対策事業（学校施設課　小学校分）について
は、新規事業として、トイレにおける便器の洋式化、床のドライ化、手洗
い場の自動水栓化及びトイレ以外の蛇口をレバーハンドル化とする設計・
工事請負費が中心で、補正予算を得て着手したもので、令和３年度へ繰越
して完了させる。予算に対する執行率は13.59％
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201 教育総務
課

580 10 2 1 5 校舎等の改修事業に要する経費 74 小山小学校校舎建設等ＰＦＩ事業については、ＰＦＩ事業者が維持管理・
運営を行う契約を締結しており、維持管理運営業務委託料と学校施設購入
費が主なものである。予算に対する執行率は94.98％

202 学校施設
課

580 10 2 1 9 校舎等の建設に要する経費 56 八木北小学校校舎等建設事業については、平成２９年度から令和３年度ま
での継続事業として、児童数の増加に対応するために、校舎の増築及び既
存校舎の改修をする工事請負費が中心で、増築棟は令和２年度に完成し
た。引き続き、校舎改修、屋内運動場増築、給食室増築を実施し、令和４
年４月の供用開始を見込んでいる。予算に対する執行率は84.15％

203 学校施設
課

581 10 2 1 9 校舎等の建設に要する経費 57 新設小学校建設事業については、平成２９年度から令和３年度までの継続
事業として、おおぐろの森小学校を建設するための工事請負費が中心で、
令和３年４月に開校を迎えた。予算に対する執行率は88.81％

204 学校施設
課

583 10 2 1 10 用地の取得に要する経費 52 小山小学校校舎建設等建設用地取得事業については、新市街地地区の特定
土地区画整理事業の換地処分後に、清算金対応により独立行政法人都市再
生機構から、小山小学校用地を令和元年度から令和５年度までの５年間割
賦で支払う。予算に対する執行率は100％

205 学校教育
課

588 10 3 1 2 中学校の運営に要する経費 2 中学校学校教育運営事業については、会計年度任用職員（特別支援学級介
添員）30名分の報酬のほか、千葉県市町村交通災害共済負担金4,605名分が
主なもので、予算に対する執行率は93.37％

206 学校施設
課

591 10 3 1 3 中学校の施設管理に要する経費 1 中学校教育総務施設管理事業については、中学校の運営に要する光熱水
費、軽微な修繕料、機械警備等の委託料、土地借上料が主なもので、予算
に対する執行率は96.48％
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207 学校施設
課

594 10 3 1 5 校舎等の改修事業に要する経費 58 新型コロナウィルス感染症対策事業（学校施設課　中学校分）について
は、新規事業として、トイレにおける便器の洋式化、床のドライ化、手洗
い場の自動水栓化及びトイレ以外の蛇口をレバーハンドル化とする設計・
工事請負費が中心で、補正予算を得て着手したもので、令和３年度へ繰越
して完了させる。予算に対する執行率は13.67％

208 学校施設
課

595 10 3 1 9 校舎等の建設に要する経費 54 新設中学校建設事業については、平成３０年度から令和３年度までの継続
事業として、おおぐろの森中学校を建設するための工事請負費が中心で、
令和４年４月の開校を予定している。予算に対する執行率は85.3％

209 保育課 602 10 4 1 5 私立幼稚園等奨励に要する経費 3 私立幼稚園子育てのための施設等利用給付事業については、私立幼稚園に
通う３歳から５歳児の保育料の法定代理受領を行う幼稚園に対する負担金
が主なもの。予算に対する執行率は97.79％

210 生涯学習
課

606 10 5 1 2 生涯学習の推進に要する経費 1 基盤・学習機会整備事業については、一般事務会計年度任用職員１名分及
び産休等代替会計年度任用職員１名分の報酬、成人式企画運営業務委託料
が主なもの。予算に対する執行率は84.75％

211 生涯学習
課

606 10 5 1 2 生涯学習の推進に要する経費 2 社会教育事務管理事業については、生涯学習審議会（１回開催、委員８名
分）の報酬が主なもの。予算に対する執行率は39.84％。審議会委員報酬は
４回開催分を予算計上していたが３回分が未執行となったことが要因

212 生涯学習
課

609 10 5 1 5 芸術・文化の振興に要する経費 57 駅ピアノ設置事業については、市民団体から寄贈を受けたピアノの運搬及
び整備業務委託料が主なもの。当初、流山おおたかの森駅高架下「こかげ
テラス」に設置を予定していたが、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、スターツおおたかの森ホール内ホワイエに設置（延べ２５０名が演
奏）。予算に対する執行率は82.62％
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213 生涯学習
課

610 10 5 2 1 生涯学習センターに要する経費 3 生涯学習センター指定管理者事業については、同施設の指定管理者業務委
託料。予算に対する執行率は100％

214 生涯学習
課

610 10 5 2 1 生涯学習センターに要する経費 59 生涯学習センターＥＳＣＯ事業については、同施設のＥＳＣＯ事業業務委
託料。予算に対する執行率は100％

215 生涯学習
課

611 10 5 2 1 生涯学習センターに要する経費 60 新型コロナウイルス感染症対策事業（生涯学習課　生涯学習センター分）
については、トイレ手洗器の自動水栓化工事請負費及び指定管理者に対す
る減収等補填金。予算に対する執行率は98.95％

216 公民館 612 10 5 3 1 おおたかの森センターに要する経費 3 おおたかの森センター指定管理者事業については、同施設の指定管理業務
委託料。予算に対する執行率は99.59％

217 公民館 612 10 5 3 1 おおたかの森センターに要する経費 54 新型コロナウイルス感染症対策事業（公民館　おおたかの森センター分）
については、指定管理者に対する減収等補填金。予算に対する執行率は
99.95％

218 公民館 614 10 5 4 1 文化会館に要する経費 2 文化会館施設管理事業については、一般事務会計年度任用職員８名分の報
酬、清掃業務委託料、文化会館舞台設備操作作業等業務委託料が主なも
の。予算に対する執行率は92.26％

219 公民館 616 10 5 4 1 文化会館に要する経費 68 新型コロナウイルス感染症対策事業（公民館　文化会館分）については、
トイレ手洗器の自動水栓化工事請負費及び施設管理用備品購入費（ＡＩ顔
認証検温システム６台）。予算に対する執行率は100％
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220 公民館 617 10 5 5 1 南流山センターに要する経費 3 南流山センター指定管理者事業については、同施設の指定管理業務委託
料。予算に対する執行率は100％

221 公民館 617 10 5 5 1 南流山センターに要する経費 56 新型コロナウイルス感染症対策事業（公民館　南流山センター分）につい
ては、トイレ手洗器の自動水栓化工事請負費及び指定管理者に対する減収
等補填金。予算に対する執行率は100％

222 公民館 619 10 5 6 1 北部公民館に要する経費 3 北部公民館指定管理者事業については、同施設の指定管理業務委託料。予
算に対する執行率は100％

223 公民館 619 10 5 6 1 北部公民館に要する経費 53 北部公民館施設整備改修事業については、令和３年度に新設するエレベー
ターの設置工事設計業務委託料（令和２年８月３１日に完了）。予算に対
する執行率は97.65％

224 公民館 620 10 5 6 2 東部公民館に要する経費 3 東部公民館指定管理者事業については、同施設の指定管理業務委託料。予
算に対する執行率は100％

225 公民館 620 10 5 6 2 東部公民館に要する経費 56 東部公民館施設整備改修事業については、新設エレベーターの設置工事監
理業務委託料及び工事請負費（令和２年１２月１６日に完了）。予算に対
する執行率は99.66％

226 公民館 621 10 5 6 3 初石公民館に要する経費 3 初石公民館指定管理者事業については、同施設の指定管理業務委託料。予
算に対する執行率は100％
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227 公民館 622 10 5 6 5 公民館学習情報活動に要する経費 3 ライフステージに対応した学習充実事業については、生涯学習専門員（６
名分）の報酬が主なもの。予算に対する執行率は98.57％

228 公民館 624 10 5 6 9 公民館に要する経費 51 新型コロナウイルス感染症対策事業（公民館）については、東部公民館及
び初石公民館のトイレ手洗器の自動水栓化工事請負費並びに東部公民館、
初石公民館及び北部公民館の指定管理者に対する減収等補填金。予算に対
する執行率は100％

229 図書館 625 10 5 7 1 図書館の管理に要する経費 2 図書館施設管理事業については、清掃業務及び環境衛生業務委託料並びに
施設管理用備品購入費（ＡＩ顔認証検温システム４台ほか）が主なもの。
予算に対する執行率は97.56％

230 図書館 628 10 5 7 1 図書館の管理に要する経費 55 中央図書館改修事業については、受変電設備・発電設備及び動力盤等の更
新工事監理業務委託料及び工事請負費（令和３年１月２９日に完了）が主
なもの。予算に対する執行率は100％

231 図書館 629 10 5 7 1 図書館の管理に要する経費 68 （仮称）南流山地域図書館整備事業については、設計業務委託を令和元年
度から２か年の継続事業として継続費を設定（令和２年１２月２８日に完
了）。工事請負費及び工事監理業務委託を令和２年度から３か年の継続事
業として継続費を設定（工事請負契約は令和２年１２月１６日に締結。工
事監理業務委託は令和３年２月５日に締結）。令和２年度末の工事出来高
進捗率は１％。工事請負費及び工事監理業務委託料のうち工事請負費の前
払金支出後残額を継続費の逓次繰越しとした。予算に対する執行率は
97.86％

232 図書館 630 10 5 7 1 図書館の管理に要する経費 70 新型コロナウイルス感染症対策事業（図書館）については、有料宅配サー
ビス開始に伴う図書館電算システム改修委託料、中央図書館及び森の図書
館のトイレ手洗器の自動水栓化工事請負費が主なもの。予算に対する執行
率は99.13％
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233 図書館 630 10 5 7 2 図書館奉仕に要する経費 1 図書館奉仕事業については、カウンター業務等に係る一般事務会計年度任
用職員２３名分の報酬及び中央図書館分館業務委託料が主なもの。予算に
対する執行率は97.05％

234 図書館 631 10 5 7 2 図書館奉仕に要する経費 51 図書館資料購入事業については、図書購入費（一般図書9,608冊、児童図書
4,188冊、参考図書317冊、電子書籍186冊）が主なもの。予算に対する執行
率は99.97％

235 図書館 631 10 5 7 2 図書館奉仕に要する経費 56 図書館情報提供サービス事業については、インターネットを利用して自宅
などから蔵書検索や資料の予約などができる図書館電算システムに係るＯ
Ａシステム（機器）使用料が主なもの。予算に対する執行率は99.99％

236 図書館 632 10 5 7 3 森の図書館に要する経費 3 森の図書館指定管理者事業については、同施設の指定管理業務委託料。予
算に対する執行率は100％

237 図書館 632 10 5 7 3 森の図書館に要する経費 53 森の図書館ＥＳＣＯ事業については、同施設のＥＳＣＯ事業業務委託料。
予算に対する執行率は99.62％

238 図書館 633 10 5 7 4 木の図書館に要する経費 2 木の図書館指定管理者事業については、同施設の指定管理業務委託料。予
算に対する執行率は100％

239 図書館 633 10 5 7 5 おおたかの森子ども図書館に要する経
費

2 おおたかの森子ども図書館指定管理者事業については、同施設の指定管理
業務委託料が主なもの。予算に対する執行率は99.99％
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240 図書館 634 10 5 7 5 おおたかの森子ども図書館に要する経
費

52 おおたかの森こども図書館資料充実事業については、市内子育て関連施設
に設置するブックセット用の図書購入費（95施設に設置。計1,935冊）。予
算に対する執行率は98.40％

241 博物館 635 10 5 8 1 博物館活動に要する経費 7 博物館活動事業については、企画展監視員会計年度任用職員１名分及び資
料整理員会計年度任用職員３名分の報酬並びに企画展「流山の災害史」に
係る設営業務委託料が主なもの。予算に対する執行率は87.36％

242 博物館 637 10 5 8 1 博物館活動に要する経費 10 一茶双樹記念館及び杜のアトリエ黎明指定管理者事業については、同施設
の指定管理業務委託料。予算に対する執行率は100％

243 博物館 639 10 5 8 1 博物館活動に要する経費 13 博物館事務管理事業については、一般事務会計年度任用職員１名分の報酬
及び自動車借上料が主なもの。予算に対する執行率は88.95％

244 博物館 640 10 5 8 1 博物館活動に要する経費 57 一茶双樹記念館及び杜のアトリエ黎明改修事業については、一茶双樹記念
館の外トイレ修繕、厨房施設等改修工事請負費及び備品購入費が主なも
の。予算に対する執行率は100％

245 博物館 640 10 5 8 1 博物館活動に要する経費 62 博物館改修事業については、受変電設備・発電設備及び動力盤等の更新工
事監理業務委託料及び工事請負費（令和３年１月２９日に完了）が主なも
の。予算に対する執行率は99.81％

246 博物館 641 10 5 8 1 博物館活動に要する経費 63 新型コロナウイルス感染症対策事業（博物館）については、博物館、一茶
双樹記念館及び杜のアトリエ黎明のトイレ手洗器の自動水栓化工事請負
費。予算に対する執行率は95.77％
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247 博物館 641 10 5 8 2 市史編さん活動に要する経費 2 市史編さん活動事業については、市史編さん審議会（２回開催、委員延べ
１８名分）の報酬及び古文書目録に係る印刷製本代が主なもの。予算に対
する執行率は92.24％

248 生涯学習
課

643 10 5 9 2 青少年健全育成に要する経費 5 青少年健全育成団体運営事業については、青少年育成団体連携事業費補助
金及び青少年相談員連絡協議会活動事業費補助金が主なもの。予算に対す
る執行率は62.09％。新型コロナウイルス感染症の影響により、青少年相談
員連絡協議会の事業が中止となったことに伴う補助金交付額の減額が要因

249 生涯学習
課

643 10 5 9 3 げんき村キャンプ場に要する経費 1 げんき村キャンプ場運営管理事業については、草刈、清掃、安全点検など
キャンプ場管理業務委託料並びにキャンプ場及び駐車場用地の土地借上料
が主なもの。予算に対する執行率は83.63％

250 生涯学習
課

645 10 5 10 1 指導センター運営に要する経費 1 指導センター事務管理事業については、一般事務会計年度任用職員１名分
の報酬が主なもの。予算に対する執行率は82.77％

251 生涯学習
課

647 10 5 10 2 青少年健全育成活動に要する経費 1 青少年相談事業については、青少年専門相談員３名分の報酬及び補導員
（延べ1,201名分）の報償費が主なもの。予算に対する執行率は92.41％

252 博物館 649 10 5 11 1 文化財の保護・活用に要する経費 2 文化財保護推進事業については、文化財審議会（２回開催、委員延べ２０
名分）の報酬及び文化財保護管理システム更新業務委託料が主なもの。予
算に対する執行率は91.71％

253 博物館 651 10 5 11 1 文化財の保護・活用に要する経費 55 指定等文化財保存活用整備事業については、令和２年度・３年度の継続事
業である国登録有形文化財「秋元家住宅土蔵」保存・修復工事のうち実施
設計に係る設計監理業務委託料。予算に対する執行率は31.06％。修復工事
を令和３年度からに変更したことに伴い、工事費及び工事監理委託料
10,208千円を逓次繰越としたことが要因
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254 博物館 651 10 5 11 2 埋蔵文化財発掘調査に要する経費 4 埋蔵文化財調査事業については、新設中学校建設用地の発掘調査等に伴う
発掘調査員３名分、調査補助員１名分、発掘作業員４４名分、発掘整理作
業員２３名分の会計年度任用職員の報酬が主なもの。１２月補正で新設中
学校発掘調査に係る重機類操作業務委託料及び遺構測量業務委託料を、３
月補正で会計年度任用職員の職員手当を減額。予算に対する執行率は
92.87％

255 博物館 655 10 5 11 2 埋蔵文化財発掘調査に要する経費 58 新設中学校（大畔地区）発掘調査事業については、新設中学校の建設等に
伴う埋蔵文化財発掘調査業務委託料。新設中学校の着工に間に合わせるた
め、公益財団法人千葉県教育振興財団と民間発掘調査会社に発掘調査業務
委託を行った。予算に対する執行率は96.49％

256 生涯学習
課

656 10 5 12 1 おおたかの森ホールに要する経費 2 おおたかの森ホール指定管理者事業については、同施設の指定管理者業務
委託料。予算に対する執行率は100％

257 生涯学習
課

657 10 5 12 1 おおたかの森ホールに要する経費 55 新型コロナウイルス感染症対策事業（生涯学習課　おおたかの森ホール
分）については、施設管理用備品購入費（ＡＩ顔認証検温システム２台）
及び指定管理者に対する減収等補填金。予算に対する執行率は99.97％

258 学校教育
課

661 10 6 1 2 保健衛生に要する経費 54 新型コロナウイルス感染症対策事業（学校教育課　保健衛生分）について
は、各校において、主に消毒用アルコールや石けん液などの感染症対策用
消耗品を購入したもので、予算に対する執行率は99.94％

259 スポーツ
振興課

663 10 6 2 1 生涯スポーツ活動に要する経費 1 スポーツ振興一般事務管理事業については、一般事務会計年度任用職員
（１名分）の報酬が主なもの。予算に対する執行率は86.42％

260 スポーツ
振興課

665 10 6 2 1 生涯スポーツ活動に要する経費 4 スポーツ講習会・大会開催事業については、少年野球事業補助金及び市民
スポーツ大会等事業補助金が主なもの。予算に対する執行率は42.52％。市
民スポーツ大会が中止となったことが要因
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261 スポーツ
振興課

666 10 6 2 2 生涯スポーツ指導者に要する経費 1 生涯スポーツ指導者の育成と活用事業については、スポーツ推進委員（延
べ８８名分）の報酬が主なもの。予算に対する執行率は45.98％。新型コロ
ナウイルス感染症の影響により、会議の回数が減少したことが要因

262 スポーツ
振興課

669 10 6 3 1 体育施設管理に要する経費 2 流山市民総合体育館指定管理者事業については、同施設の指定管理業務委
託料。予算に対する執行率は99.31％

263 スポーツ
振興課

669 10 6 3 1 体育施設管理に要する経費 3 体育施設指定管理者事業については、総合運動公園庭球場、野球場、河川
敷野球場、北部・南部柔道場の指定管理業務委託料。予算に対する執行率
は97.35％

264 スポーツ
振興課

669 10 6 3 1 体育施設管理に要する経費 56 新型コロナウイルス感染症対策事業（スポーツ振興課）については、コ
ミュニティプラザ、おおたかの森スポーツフィールド及び南部柔道場のト
イレ手洗器の自動水栓化工事請負費並びに市民総合体育館の指定管理者に
対する減収等補填金。予算に対する執行率は97.40％

265 スポーツ
振興課

671 10 6 4 1 体育施設整備に要する経費 72 北部柔道場建替事業については、同施設の建替工事請負費が主なもの。老
朽化が顕著な柔道場の建替えを行うことにより、利用者の熱中症などの健
康問題や簡易トイレの衛生問題等を解決し、安全・快適な柔道場を整備す
ることが目的。予算に対する執行率は98.87％

266 学校施設
課

672 10 6 5 1 給食室等施設管理に要する経費 55 給食室等改修事業については、計画的に進めている給食室へのエアコン設
置や、ボイラーの故障に伴う給湯器の設置に加え、国の令和２年度第３次
補正予算に対応した事業の前倒しとして、長崎小学校調理場建替に係る経
費を令和２年度第１４号補正により議決を得て、令和３年度へと繰越して
いる。予算に対する執行率は12.77％。
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267 学校教育
課

674 10 6 5 2 学校給食に要する経費 2 学校給食施設管理事業については、給食用消耗品費のほか、給食室のガス
料、学校給食配送業務委託料が主なもので、予算に対する執行率は87.76％

268 学校教育
課

675 10 6 5 2 学校給食に要する経費 51 学校給食調理業務民間委託事業については、小中学校11か所の給食調理業
務委託料と、おおたかの森小中学校給食室の厨房機器の借上料で、予算に
対する執行率は99.39％

269 学校教育
課

676 10 6 5 2 学校給食に要する経費 54 学校給食公会計化事業については、賄材料費のほか、学校給食費の口座振
替に係る手数料が主なもので、予算に対する執行率は87.06％

270 学校教育
課

678 10 6 5 2 学校給食に要する経費 55 新型コロナウイルス感染症対策事業（学校教育課　学校給食分）について
は、直営調理場の調理員に係る熱中症対策用消耗品購入費のほか、休校期
間中の準要保護者及び要保護者に対する昼食支援金及び臨時休校措置に伴
う学校給食用食材業者10者に対する違約金で、予算に対する執行率は
91.81％

271 スポーツ
振興課

680 10 6 6 1 コミュニティプラザ管理に要する経費 2 コミュニティプラザ指定管理者事業については、同施設の指定管理業務委
託料。予算に対する執行率は99.99％

272 スポーツ
振興課

680 10 6 6 1 コミュニティプラザ管理に要する経費 51 コミュニティプラザデザインビルド型小規模ＥＳＣＯ事業については、同
施設のＥＳＣＯ事業業務委託料。予算に対する執行率は98.89％

273 スポーツ
振興課

680 10 6 6 1 コミュニティプラザ管理に要する経費 52 コミュニティプラザ改修事業については、老朽化したプールろ過機の更新
工事請負費が主なもの。予算に対する執行率は97.46％。ろ過機の更新工事
については、ろ過装置の製作に時間を要したため、令和３年度予算に繰越
明許を設定
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274 財政調整
課

687 12 1 1 1 市債の元金の償還に要する経費 1 市債元金償還事業については、市債元金分の償還。予算に対する執行率は
99.93％

275 財政調整
課

687 12 1 2 1 市債等の利子の償還に要する経費 1 市債利子償還事業については、市債償還利子。予算に対する執行率は
83.05％

276 財政調整
課

689 14 1 1 1 予備費 1 予備費については、新型コロナウイルス感染症対策関連経費が主なもの。
同関連経費のため150,160,000円を増額補正
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